
















ている部分が大きい (法7条2項 ･16条5項 ･


















































































































































































































































































































































































































































































































し17),立法者の意図に も反す るように思 え
る18)｡ しかし法16条2項は,電子記録債権の
内容として,分割払 ･利息 ･遅延損害金 ･違約




















































































































































































































て追認 も拒絶 してお り,しかもAが無権代理
につき悪意者でありYがAに対 して表見代理
































































































































































形法 16条2項 ･77条 1項 1号)｡そうすると,
善意で重過失無 く譲渡記録請求により電子記録
債権譲受人 として記録 された者は電子記録債権















































には,(イ)の譲受人 としての債権記録 も有効 とな
るのだから,このような条文がなくとも当然に





































関要綱｣(以下 ｢要綱｣ と略す)が既に公表 さ
れている｡そこで,以下ではこの ｢要綱｣にも




















































































































































































































務者 (Y)が一定の金額 (300万円)を支払 う
旨 (同3号｡債務著名 ｢Y｣は発生記録から転






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































債権を取得 し得るか香かも,法 12条 1項その
他民商法の善意者保護の規定の解釈によるもの
とすべきである｡ しかし,保証記録請求につい











記録義務者 (譲渡 ･保証の場合には譲渡人 ･保
証人 となる者)が単独で請求 し,電子記録権利
者 (譲受人)が5営業 日以内に削除を請求 しな




















主張 し得るものと解 して良い と考える｡
5.今後の課題


















































事由として (∋支払資金不足 ② 支払資金不足
以外で資金引落 しができなかった場合,の2類
型を掲げ,現行の手形交換所における不渡届 ･


































1) 経済産業省 ･電子債権を活用 したビジネスモデ
ル検討WG報告書 ｢電子債権構想一IT社会にお






2) 全国銀行協会 ｢電子記録債権の活用 ･環境整備





































































































































































17) 電子登録債権法制に関する中間試案 (2006年 8
月)｢第 1総則 ･1電子登録債権の概念｣参照｡
18)166回国会 ･財務金融委員会法務委員会連合審








































































































うだけで法 19条 1項により戦痕が治癒されて し
まうのに,発生記録請求における意思表示や代理
権の塀症については,少なくとも発生記録の当事




















三井住友銀行のニ ュース リリース http://
www.smbc.co.jp/news/html/j200453/j200453_01.
htm1
33) 全国銀行協会 ｢電子債権記録機関要綱 (中間整
理)について｣(2∝)8年10月)http://www.zenginkyo.
or.jp/news/entryltemS/news201021_3.pdf
34) 全銀協 ･前注 (3)1頁
35) 全銀協 ･前注 (3)5ト52頁
36) ｢要綱｣における利用契約締結の要件の詳細は





















協 ｢要綱｣別紙 Ⅱ5-20 http://www.zenginkyo.
or.jp/news/entryitems/news210324_2.pdf
また,譲受人になろうとする者
38) 全銀協 ･前注 (3)17-18頁
39) 全銀協 ･前注 (3)22頁
40) 全銀協 ･前注 (3)22頁 ･13-14頁参照



















44) 大垣尚司 ･前注 (19)108頁以下参照｡





46) 大垣尚司 ･前注 (44)106頁参照
47) 全銀協 ･前注 (3)13頁




49) 全銀協 ･前注 (3)19頁
50) 同前





























53) 全銀協 ･前注 (3)16頁
54) 全銀協 ･前注 (37)｢要綱｣別紙Ⅱ4-2参照
55) 同前
56) 同前















60) このとき,必ずしも原因債権の金額 ･サイ トと
同一条件にしなければならないわけではないが,








61) 全銀協 ･前注 (3)13-14頁 ･同16-22頁参照




















の うちの300万円分についてだけ分割 して Ⅹに
譲渡 した ところ,この譲渡の時点で既にA-Y
間の1個の原因債権についてだけ契約解除により










をすることはできない もの とされてお り (全銀

















置 したまま電子記録債権 を分割譲渡 したAと,
これを知 りながら電子記録債権 を取得 したⅩの
責に帰 されるべきであるから,電子記録債権の支
85
払期 日においてAとⅩ どちらに対 して支払を拒
絶するかはYの裁量に委ねられることして構わ
ない｡
67) 川村正幸 『手形 ･小切手法 〔第 2版〕』[新世
社 ･2001年]272頁以下｡
68) 同前 ･273-274頁｡
69) 反対説 ･小川宏幸 ｢『電子記録債権法』の検討｣
亜細亜法学42巻2号60頁 (2008年)0














負担 となる｡ しか し全銀型記録機関においでは,
電子記録債権の決済にはこうした集団的決済の仕
組みは採用 されず,現行の全銀システムによる口
座間送金によって個別的に決済をすることとなっ
ているし,債務者の指定参加銀行は支払期 日が到
来 しても顧客の預金口座が不足 しているのであれ
ば,単に送金をしなければ良いだけであるから,
電子記録債権の支払不能が頻発 しても,決済シス
テムにさほどの負荷はかからない｡ したがって,
全銀型記録機関が手形交換所 と同程度に厳 しいペ
ナルティを伴 う支払不能ルールを備えることが果
たして必要でありまた正当化 されるのかについて
は,より慎重な検討を要する｡
